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維持管理・更新費の将来推計



下水道事業の持続性の向上

○下水道は、管路延長約47万km（地球約12周分）など膨大なストックを抱えており、今後耐用年数を超過する
下水道ストックが急速に増加するとともに、維持管理・更新費が増大。
○きめ細やかな維持修繕基準の整備、施設情報のデータベース化によるICTを活用した効果的なストック
マネジメントを推進しながら、計画的に改築・更新を実施することが必要。
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下水処理場の省エネ化技術



現状の技術水準における電力消費量の削減効果
OD法に適用可能な省エネ技術が無いため、現状の技術水準では電力消費量の削減効果は限定的。
標準活性汚泥法では、省エネ技術を採用することに加えて消化ガス発電等の創エネ技術を導入するこ
とにより、電力消費量の削減が可能。
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№ 区分 処理能力
[千m3/日] 水処理方式 汚泥処理方式

消化ガス
発電
【創エネ】

電力消費量原単位
[kWh/m3] 電力消費量

削減率
[%]従来仕様 省エネ・創エネ仕様

1

小規模

5
OD法

濃縮－脱水

－ 0.701 0.694 1

2
10

－ 0.670 0.664 1

3

標準法

－ 0.391 0.327 17

4

中規模

25
－ 0.352 0.292 17

5 濃縮－消化－脱水 〇 0.397 0.185 54

6
50

濃縮－脱水 － 0.371 0.258 31

7 濃縮－消化－脱水 〇 0.412 0.153 63

8
大規模 100

濃縮－脱水－焼却 － 0.438 0.301 31

9 濃縮－消化－脱水 〇 0.373 0.136 64

主な従来仕様/省エネ仕様
●水処理：散気板/メンブレン式散気装置、多段ターボブロワ/軸浮上式ターボブロワ
●汚泥処理：遠心濃縮機/ベルト式濃縮機、遠心脱水機/スクリュープレス脱水機、従来型流動焼却炉/新型焼却炉（B-DASH実証技術等）
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単槽型硝化脱窒プロセスのICT・AI制御による高度処理技術（R1採択）

事業実施者
メタウォーター・日本下水道事業団・町田市共同研究体

実証フィールド
東京都町田市成瀬クリーンセンター

実証概要
ICT・AIを活用した単槽型硝化脱窒プロセスの実証
①反応タンク流入負荷変動に対応する空気量制御により、短HRTでA2O法同等処理水質の達成
②空気量制御と連動した送風機吐出圧力の自動演算・制御による消費電力の削減

提案技術の概要 3つの要素技術により構成される高度処理技術 提案技術の革新性等の特徴

①ICT活用の空気量制御による短HRTの実現
• NOｘ計とNH4計により負荷変動に応じた空気量
演算を行い、単一槽内において最適な好気・無
酸素ゾーンをフレキシブルに形成

• 循環ポンプと撹拌機が不要で動力費を縮減

②ICT活用による設備連携、圧力低減による
送風電力削減の実現

• 反応槽設備と送風機設備を統合制御
• 必要空気量から送風機の最適吐出圧力をリアル
タイムに自動演算し送風電力を削減

③AI（機械学習機能）による季節変動等への
対応、運転調整負担軽減の実現

• 必要空気量演算の制御パラメータを機械学習機
能により自動チューニング

• チューニングに掛かる負担を軽減しつつ処理水
質の安定化を実現

【効果】 高度処理化の推進に寄与
① 建設費を抑制（最適な好気・無酸素ゾーン形成による槽容量
縮小）

② 省エネの実現（撹拌機不要、循環ポンプ不要、送風電力減）
③ 維持管理者の負担軽減（季節変動等へ対応する自動運転） 4



中小規模処理場同士の広域化に資する低コスト汚泥減量化技術（R2要求）
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○ これまでの汚泥集約処理技術（焼却等）は、汚泥発生量50t-wet/日を超える大規模な処理場が拠
点となる場合に効果的であるが、このような処理場は全国に約90箇所にとどまる。

○ 50t-wet未満の中小規模の拠点処理場においても導入可能な汚泥処理技術の実証により、近隣
に大規模な汚泥処理施設が無い地域においても、汚泥の集約化を進め、広域化を更に加速。

【事業の概要】

拠点となる大規模処理場から距離のある地域においても、中小規模処理場同士で低コストな汚泥減量化が可能。

期待される効果

脱水汚泥

セメント会社

最終処分

or

○これまでの下水汚泥の集約処理
は、大規模な下水処理場を拠点
とした取組が中心。

○消化や焼却等の集約処理技術は
中小規模処理場同士の集約化で
はコストが高い。

現状と課題

中小規模下水処理場

中小規模処理場に導入
可能な低コスト・汎用型の
汚泥減量化技術が必要。

技術のイメージ
下水汚泥の集約処理のイメージ

濃縮汚泥

中小処理場の拠点化

汚泥集約
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広域化・共同化の事例



山形県新庄市等（ＩＣＴ活用による効率化）


